
様式第１号（第５条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  文書番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成　年　　月　　日
　総　務　大　臣　　殿

○○県○○市○○１丁目２番３号

○○市長　　○　○　○　○　　印
情報通信技術地域人材育成・活用事業交付金交付申請書
　　標記について、情報通信技術地域人材育成・活用事業交付金交付要綱第５条の規定により、下記のとおり申請します。

　　                                   記

１　交付金事業の名称

　　○○事業（教育情報化事業）
２　交付金事業の目的
２～３行で記載
　３　交付を受けようとする交付金の額　　金１５０，０００千円
　　実施計画（別紙２）＜８（２）支出経費の内訳＞の交付申請額と一致
４　交付金事業の概要

　　□別紙
５　添付書類

　１．交付金事業に要する経費の見積書

２．交付金事業を都道府県・区市町村（以下「地方公共団体」）の連携主体が行うものについては、

　①　当該交付金事業を行う連携主体を構成するすべての民間団体等(※)を列挙したもの
　※ 教育情報化事業においては、特別区又は市町村
　②　本様式に従って交付申請書を提出する地方公共団体が、当該交付金事業を行う連携主体の代表団体であることが確認できるもの（※）
※ 「連携主体の代表承認書」を提出すること
ここまででＡ４判１ページ以内とすること
別紙（様式第１号関係）
 　　　　　　　　　　　　　　　　　交付金事業の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　 
	                                                              　　　
都道府県・区市町村名（特定非営利活動第団体名・第三セクター名）及び代表者氏名
	※連携主体の場合は
連携主体（○○市、××町及び△△村）代表
　○○市長　○ ○　○ ○　　　　　　　　　　等

	設備の設置場所
	○○市立○○小学校、××小学校

	着手予定日
	交付決定の後すみやかに

	完了予定日
	


	事業の概要 
	1． ＩＣＴ人材の育成・活用概要（申請主体・事業運営団体ごとに）

※実施計画「４．ＩＣＴ人材の育成・確保・活用方法」を要約して記載

■育成・活用人数

■育成・活用方法

■次年度以降の育成・活用内容



	
	２．地域雇用創出等効果（申請主体・事業運営団体ごとに）

※実施計画「５．地域雇用創出等効果」を要約して記載
■直接的な雇用人数

■経済波及効果等による間接的な雇用人数

■次年度以降の雇用継続・拡大人数



	
	３．ＩＣＴ利活用概要

※実施計画「１．事業の内容」、「６．ＩＣＴ機器の整備内容等」を数行に要約して記載




（単位：千円）

	事業費等
	収　入
	支　出

	
	交付金
	１５０，０００
	人材育成・

確保に要する経費
	１，７１２

	
	一般財源
	１１，３７４
	ＩＣＴシステム設計・構築費
	４６，８０２

	
	その他
	１６１，３７４
	ＩＣＴ関連機器・設備整備費
	１１２，８６０

	
	合計
	１６１，３７４
	合計
	１６１，３７４


　　※実施計画（別紙１）収支見込みと一致
	備考


	


ここまででＡ４判１ページ以内とすること
赤字は記載例等のため提出時には削除すること





所在地を記載








【連携主体の場合】


連携主体（○○市、・・・及び・・・）代表


　○○市長　○ ○　○ ○　　印　　　　　等








必ず「（教育情報化事業）」を記載すること












